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機器・分析センター協議会とは？

1997年（平成9年） 「国立大学機器・分析センター会議」発足
2004年（平成16年） 「国立大学法人機器・分析センター会議」に改称
2013年（平成25年） 「国立大学法人機器・分析センター協議会」に改称

（旧）国立大学に設置された機器・分析センターを会員とし、
会員間での意思疎通をはかり、内在する諸問題を討議する全
国的な連絡組織。
機器分析、計測分析及び物質構造解析に関する協力及び情報
交換を行い、分析機器の適切な管理、改善、開発、有効利用
を通して科学技術の発展に寄与することを目的とする。

1996年（平成8年）科学技術基本計画より
国立大学等及び国立試験研究機関の設備については、老朽化への対応を図
るとともに、常に最先端の研究設備により研究を実施し得る研究環境を計
画的に整備するため、所要の経費の拡充を図る。また、できるだけ早期に、
購入後１０年程度を経過した設備については順次更新していく。なお、 集
約できる分析機器等は、全学共同利用等による効率的使用の促進を図る。



会員校一覧（2019年度）
北海道大学（創成研究機構グローバルファシリティーセンター）
室蘭工業大学（機器分析センター）
北見工業大学（共用設備センター）
弘前大学（機器分析センター）
岩手大学（研究推進機構研究基盤管理・機器分析部門）
東北大学（理学研究科巨大分子解析研究センター）
茨城大学（機器分析センター）
筑波大学（研究基盤総合センター）
宇都宮大学（地域共生研究開発センター）
群馬大学（機器分析センター）
埼玉大学（科学分析支援センター）
千葉大学（共用機器センター）
東京大学
東京医科歯科大学（総合研究機構リサーチコアセンター）
東京農工大学（学術研究支援総合センター）
東京工業大学（技術部技術企画室）
お茶の水大学（共通機器センター）
電気通信大学（研究設備センター）
横浜国立大学（機器分析評価センター）
新潟大学（研究推進機構共用設備基盤センター）
長岡技術科学大学（分析計測センター）
富山大学（研究推進機構研究推進総合支援センター）
金沢大学（学祭科学実験センター機器分析研究施設）
福井大学（大学院工学研究科）
山梨大学（機器分析センター）
信州大学（基盤研究支援センター）

岐阜大学（生命科学総合研究支援センター）
静岡大学（グリーン科学技術研究所）
名古屋大学（物資科学国際研究センター）
名古屋工業大学（大型設備基盤センター）
豊橋科学技術大学（教育研究基盤センター）
三重大学（地域イノベーション推進機構）
京都大学（環境安全保険機構）
大阪大学（産業科学研究所）
神戸大学（研究基盤センター）
鳥取大学（生命機能研究支援センター）
岡山大学（自然生命科学研究支援センター）
広島大学（生命機能研究支援センター）
山口大学（大学研究推進機構）
島根大学（総合科学研究支援センター）
愛媛大学（学術支援センター）
九州大学（中央分析センター）
九州工業大学（機器分析センター）
佐賀大学（総合分析実験センター）
長崎大学（産学官連携戦略本部）
熊本大学（薬学部付属創薬研究センター）
大分大学（全学研究推進機構）
宮崎大学（産学・地域連携センター）
鹿児島大学（研究推進機構）
琉球大学（研究基盤センター）
分子科学研究所
全51機関 ※オブザーバー校を除く。



これまでの主な活動

【総会】
・年１回（これまでは会長校＝開催校）
・センター関連の教職員が参加（センター
長等に限定せず）

・文科省担当者を招いての講演・意見交換
・会員校等の活動事例紹介
・文科省等への提言

【技術職員会議（2012年～】
・年１回開催（これまでは総会と同日）
・会員校の技術系職員が参加・運営
・技術職員に関するワークショップ・講演
・独自のネットワーク（メーリングリス
ト）整備



【設備維持予算の算定基準】【設備維持予算の配分】

【設備整備の財源】

これまでの主な活動
【アンケート調査】
・会員校の現状に関する定期調査（下図は2019年度分抜粋）
・集計結果は総会で報告、文科省にも報告

【設備整備の種別】
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科研費等の研究補

助金 3台 6%
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現状の問題点と組織改革
●実質的な活動が総会での情報交換・相互交流のみであり、会
員校の相互発信や外部に発信していく体制ができていない。
これにより、協議会の存在意義が希薄化している。

●会長および幹事会の任期が短く、長期的な課題取り組みがで
きない（幹事会は３大学で１年ずつ順次交代）。

●小委員会や技術職員会議の扱いや責任の所在が不明瞭。
●活動の財政基盤がほぼ無い。

協議会の存在意義を見直し、高めていくための改革が必要

○会員校がより有益な情報を得ることができる仕組み作り
○文科省や社会に向けた具体的な発信・提言の実現
○組織として活動する際のガバナンスの整備
○意思決定・業務のプロセスの明確化



組織改革（2019年度）の概要

総会
実行委員会

小委員会

総会

幹事会（個人単位）

会長
副会長

事業検討委員会
技術サポート人材
検討委員会広報委員会

技術職員
会議幹事（３名）

議案提出・業務報告

幹事（各委員）を選出

総会に出席・
議決権有り

企画・
運営

提言・アピール
（総会の承認必要）

委員長
（広報）

委員長
（技術サポート）

・任期は3年

委員長
（事業検討）

幹事を通して諮問・業務依頼／答申・業務実行

企画・
運営

会計
監査

選出

技術職員会議
実行委員会

開催を決定

会議に
出席

会員（国立大学法人及び大学共同利用機関法人の機器・分析センター）

外部
（文部科学省・大学・
社会一般など）

招集、議長

会長から業務を
委託

１）幹事会の常任化
○幹事会の構成員を以下の8名とする。
会長（1）・副会長（1）・小委員会委員長（３）・その他の幹事（3）

○幹事会の任期は３年とする。
２）総会実行委員会の設置
○総会開催校は、会長校とは別に年度ごとに選定される。
○総会は会長が招集し、実行委員会が運営にあたる。



今後の課題

組織改革の取り組み
○技術職員会議の整備：位置づけの明確化、活動見直し
○財政基盤の確保：会費制度の検討、外部収入の模索
○会員の枠組みの検討：国立大学法人以外の参加検討

センター協議会として何に取り組むか？
○課題の整理：各センターが大学内で果たす役割を持続的に
最大に遂行できる環境とは？その実現を阻む障害は？

○幹事会と会員校との意思疎通強化：広報、小委員会活性化
○外部との関係強化：関連団体との連携、文科省等へ発信を
行うチャンネルの開拓
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